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規 則

高知県行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成31年 4月 1日（掲示済）

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第18号

高知県行政組織規則の一部を改正する規則

高知県行政組織規則（平成15年高知県規則第43号）の一部を次のように改正する。

目次中「第12条の 2」を「第12条」に、「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に、「第 7節　観

光振興部に属する出先機関（第210条・第211条）」を「第 7節　削除」に、「第 3款　病害虫防除

所（第229条・第230条）」を「第 3款　削除」に、「第246条の 5」を「第248条」に、「第 4款　

環境研究センター（第247条・第248条）」を「第 4款　削除」に改める。

第 7条の表中

医療政策課

医師確保・育成支援課

医事薬務課

医療政策課

医事薬務課

地域福祉政策課

地域福祉政策課

産業創造課

産業創造課

「

「

「

「

「

「

を

に、

を

に、

を

」

」

」

」

」

災害医療対策室

	

災害医療対策室

地域福祉推進チーム

福祉・介護人材対策室

地域福祉推進チーム

災害時要配慮者支援室

福祉・介護人材対策室

ＩｏＴ推進室

ＩＴ・コンテンツ産業振興室
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第51条第 7号中「公益財団法人高知県体育協会」を「高知県スポーツ協会」に改め、同条第 8号

中「公益財団法人高知県スポーツ振興財団」を「高知県スポーツ振興財団」に改め、同条第10号か

ら第13号までを次のように改める。

(10)　県民体育館に関すること。

(11)　武道館に関すること。

(12)　弓道場に関すること。

(13)　障害者スポーツセンターに関すること。

第54条第 3号中「前 2号」を「前 3号」に改め、同号を同条第 4号とし、同条第 2号を同条第 3

号とし、同条第 1号の次に次の 1号を加える。

( 2 )　高知県移住促進・人材確保センターに関すること（他の課の主管に属する事項を除

く。）。

第65条中第 7号を第 8号とし、第 6号を第 7号とし、第 5号の次に次の 1号を加える。

( 6 )　事業承継に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。

第69条中第 8号を第 9号とし、第 7号を第 8号とし、第 6号を第 7号とし、第 5号の次に次の 1

号を加える。

( 6 )　事業承継税制に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。

第73条中第11号を第13号とし、第 2号から第10号までを 2号ずつ繰り下げ、第 1号の次に次の 2

号を加える。

( 2 )　働き方改革の推進に関すること。

( 3 )　外国人材の受入れ及び共生に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。

第76条第 8号中「地域農業推進課」を「農産物マーケティング戦略課」に改め、同条第11号を同

条第12号とし、同条第10号の次に次の 1号を加える。

(11)　農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年法律第78号）に関すること

（環境農業推進課の主管に属する事項を除く。）。

第77条の見出しを「（農業担い手支援課）」に改め、同条中「農地・担い手対策課」を「農業担

い手支援課」に改め、第 1号から第 7号までを削り、第 8号を第 1号とし、同号の次に次の 1号を

加える。

( 2 )　農業経営基盤の強化促進に関すること（農業基盤課の所管に属する事項を除く。）。

第77条第 9号を同条第 3号とし、同条第10号から第12号までを 6号ずつ繰り上げ、同条に次の 4

号を加える。

( 7 )　集落営農の推進に関すること。

( 8 )　中山間農業複合経営拠点の推進に関すること。

( 9 )　農業大学校に関すること。

(10)　農業担い手育成センターに関すること。

第80条第13号中「振興」を「生産」に改め、同条第15号中「農村生活の改善」を「担い手育成」

に改め、同条第18号中「（平成26年法律第78号）」を削り、同条中第20号及び第21号を削り、第22

号を第20号とし、第23号を削る。

第81条の見出しを「（農業イノベーション推進課）」に改め、同条中「産地・流通支援課」を

「農業イノベーション推進課」に改め、同条第 4号を次のように改める。

( 4 )　農業分野におけるＡＩ及びＩｏＴの技術に関すること。

第82条の見出しを「（農産物マーケティング戦略課）」に改め、同条中「地域農業推進課」を

「農産物マーケティング戦略課」に改め、第 1号から第 7号までを削り、第 8号を第 1号とし、第

9号から第11号までを 7号ずつ繰り上げ、同条に次の 6号を加える。

( 5 )　農産物の輸出促進に関すること。

( 6 )　園芸農作物、米、茶及び畜産物の流通及び販売促進に関すること（生乳に関するものを除

産地・流通支援課

農業イノベーション推進

課

「

「

に、「農地・担い手対策課」を「農業担い手支援課」に、

を

に、「地域農業推進課」を「農産物マーケティング戦略課」に改め、「豊かな海づくり大会推進

室」を削る。

第 8条の 2の見出しを「（地域防災監又は地域防災企画監駐在所）」に改める。

第11条を削り、第12条を第11条とし、第12条の 2を第12条とする。

第16条第 2号中「歴史的公文書」を「歴史公文書制度」に改め、同条第 7号を削る。

第18条に次の 1号を加える。

(13)　高知県ワークステーションに関すること。

第27条第 8号中「全国消費実態調査」を「全国家計構造調査」に改める。

第28条第 8 号中「高知県土地開発基金」を「高知県県有建築物南海トラフ地震対策基金」に改

め、同条中第 9号を削り、第10号を第 9号とし、第11号から第16号までを 1号ずつ繰り上げる。

第29条第10号中「高知県災害対策本部」を「高知県災害対策本部、高知県豪雨災害対策推進本

部」に改める。

第31条第14号から第16号までの規定中「に基づく取締り及び指導」を削る。

第32条第15号中「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に改め、同条第18号を同条第19号とし、同

条第17号の次に次の 1号を加える。

(18)　全国知事会社会保障常任委員会に関すること（政策企画課及び地域福祉政策課の主管に属

する事項を除く。）。

第33条第17号中「医療政策」を「医療政策及び医師確保」に改め、同号を同条第19号とし、同条

第16号を同条第18号とし、同号の前に次の 1号を加える。

(17)　自治医科大学に関すること。

第33条第15号を同条第16号とし、同条第 3号から第14号までを 1号ずつ繰り下げ、同条第 2号中

「救急医療、災害医療」を「へき地医療、救急医療」に改め、同号を同条第 3号とし、同条第 1号

の次に次の 1号を加える。

( 2 )　医師の確保及び育成支援並びに医療従事者の勤務環境の改善に関すること。

第33条の 2を削る。

第34条中第18号を第19号とし、第 2号から第17号までを 1号ずつ繰り下げ、第 1号の次に次の 1

号を加える。

( 2 )　災害医療に関すること。

第39条第22号を同条第23号とし、同条第21号の次に次の 1号を加える。

(22)　全国知事会社会保障常任委員会に関すること（政策企画課及び健康長寿政策課の主管に属

する事項を除く。）。

第43条第 5号中「結婚支援」を「出会い・結婚支援」に改める。

第45条中第18号を第19号とし、第17号を第18号とし、第16号の次に次の 1号を加える。

(17)　県史編さんに関すること。

」

」

」

次世代園芸推進室

ＩｏＴ推進室
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く。）。

( 7 )　 6次産業化の推進に関すること。

( 8 )　農畜産物の加工の推進に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。

( 9 )　農畜産物の地産地消に関すること。

(10)　食農教育に関すること（他の課の主管に属する事項を除く。）。

第83条中第 4号を削り、第 3号を第 4号とし、第 2号を第 3号とし、第 1号を第 2号とし、同条

に第 1号として次の 1号を加える。

( 1 )　畜産の振興に関すること。

第83条中第11号を第12号とし、第 6 号から第10号までを 1 号ずつ繰り下げ、第 5 号を第 6 号と

し、同号の前に次の 1号を加える。

( 5 )　生乳等の生産流通に関すること。

第84条に次の 7号を加える。

( 8 )　農業振興地域の整備に関すること。

( 9 )　農村地域への産業の導入の促進等に関すること。

(10)　自作農財産の管理及び処分に関すること。

(11)　農地の利用調整及び調査に関すること。

(12)　農地転用許可に関すること。

(13)　農事調停及び和解の仲介に関すること。

(14)　農業経営基盤の強化促進に関すること（農業経営基盤強化促進事業に関するものに限

る。）。

第87条中第10号を第11号とし、第 6号から第 9号までを 1号ずつ繰り下げ、第 5号の次に次の 1

号を加える。

( 6 )　森林経営管理制度に関すること。

第90条の 2中第 4号を第 5号とし、第 3号を第 4号とし、第 2号の次に次の 1号を加える。

( 3 )　気候変動適応に関すること。

第91条の 2第 8号中「回収及び破壊」を「使用の合理化及び管理の適正化」に改め、同条中第11

号を削り、第12号を第11号とし、第13号から第19号までを 1号ずつ繰り上げる。

第92条第13号を削り、同条第14号を同条第13号とする。

第112条中第 3号を削り、第 4号を第 3号とし、第 5号から第18号までを 1号ずつ繰り上げる。

第143条第 4 項中第19号を削り、第20号を第19号とし、第21号から第26号までを 1 号ずつ繰り上

げる。

第 3章第 4節第 2款の款名を次のように改める。

第 2款　衛生環境研究所

第144条中「技術指導」を「技術指導並びに環境保全上必要な監視、測定検査、調査研究及び技

術指導」に、「高知県衛生研究所（以下「衛生研究所」を「高知県衛生環境研究所（以下「衛生環

境研究所」に改める。

第145条中「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に改め、第 6 号を第12号とし、第 5 号の次に次

の 6号を加える。

( 6 )　環境保全に係る監視、測定調査及び検査に関すること。

( 7 )　環境保全に係る研修及び試験研究に関すること。

( 8 )　環境保全関係者に対する技術指導等に関すること。

( 9 )　環境及び環境保全に関する情報の収集、解析及び提供に関すること。

(10)　高知県感染者情報センターに関すること。

(11)　高知県気候変動適応センターに関すること。

第146条中「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に改め、同条各号を次のように改める。

( 1 )　保健科学課

( 2 )　食品科学課

( 3 )　環境科学課

第147条第 1 項を削り、同条第 2 項を同条第 1 項とし、同条第 3 項中「生活科学課」を「食品科

学課」に改め、同項第 6号を削り、同項第 5号中「飲料水、」を削り、同号を同項第 6号とし、同

項第 2号から第 4号までを 1号ずつ繰り下げ、同項第 1号中「（理化学的調査研究手法を用いるも

のに限る。）」を削り、同号を同項第 2号とし、同項に第 1号として次の 1号を加える。

( 1 )　食品及び飲料水の検査並びに臨床検査に関すること。

第147条第 3 項第12号中「生活科学」を「食品科学」に改め、同項を同条第 2 項とし、同条に次

の 1項を加える。

3　環境科学課の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。

( 1 )　化学物質等による環境汚染に係る調査研究に関すること。

( 2 )　廃棄物及び土壌に関する調査研究に関すること。

( 3 )　大気環境調査に関すること。

( 4 )　騒音、振動及び悪臭に係る調査に関すること。

( 5 )　工場及び事業場の立入検査（監視測定を含む。）に関すること。

( 6 )　公共用水域の水質調査に関すること。

( 7 )　清流保全に係る調査に関すること。

( 8 )　環境事故等に関する危機管理及び行政依頼検査に関すること。

( 9 )　前各号に掲げるもののほか、環境保全に必要な調査研究に関すること。

(10)　環境保全関係者に対する前各号に掲げるものに係る技術指導に関すること。

第155条中第 4号を削り、第 5号を第 4号とし、第 6号から第 8号までを 1号ずつ繰り上げる。

第156条第 1 項第 3 号中「前 2 号」を「前各号」に改め、同号を同項第 6 号とし、同項第 2 号の

次に次の 3号を加える。

( 3 )　障害者に関する相談及び指導のうち、市町村等との連絡調整並びに市町村等に対する情報

の提供及び専門的な技術援助に関すること。

( 4 )　障害者の心理学的及び職能的判定に関すること。

( 5 )　補装具の処方及び適合判定に関すること。

第156条中第 4項を削り、第 5項を第 4項とし、第 6項から第 8項までを 1項ずつ繰り上げる。

第162条中「第 3項」を「第 4項」に改める。

第163条中「課を」を「部を」に改め、同条各号を次のように改める。

( 1 )　企画調整部

( 2 )　保護部

( 3 )　地域相談部

( 4 )　初期対応部

( 5 )　心理支援部

第164条第 1 項中「企画調整課」を「企画調整部」に改め、同項第 6 号を削り、同条第 3 項中

「児童虐待対応課」を「初期対応部」に改め、同項第 1号中「被虐待児童」を「児童虐待の通告又

は送致に係る児童」に改め、同項第 4号中「の宣告」を「、親権停止又は親権者の管理権喪失の審

判」に、「解任」を「解任の請求」に改め、同項第 6号を削り、同項第 7号中「身体的、精神医学

的及び心理学的な」を「医学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の」に改め、同号を同項第 6

号とし、同項を同条第 4項とし、同条第 2項中「地域相談課」を「地域相談部」に改め、同項第 1

号中「被虐待児童を除く」を削り、同項第 2 号中「児童虐待相談を除く」を削り、同項第 3 号中

「被虐待児童を除く」を削り、同項第 4号中「被虐待児童を除く」を削り、「の宣告」を「、親権

停止又は親権者の管理権喪失の審判」に、「解任」を「解任の請求」に改め、同項第 5号中「被虐
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待児童を除く」を削り、「身体的、精神医学的及び心理学的な」を「医学的、教育学的、社会学的

及び精神保健上の」に改め、同号を同項第 6号とし、同項第 4号の次に次の 1号を加える。

( 5 )　児童虐待の出頭要求、立入調査並びに臨検及び捜索並びに面会及び通信の制限に関するこ

と（初期対応部の主管に属する事項を除く。）。

第164条第 2項に次の 1号を加え、同項を同条第 3項とする。

( 7 )　里親及び養子縁組に関すること。

第164条第 1項の次に次の 1項を加える。

2　保護部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。

( 1 )　一時保護所の運営に関すること。

( 2 )　一時保護児童の生活指導、行動観察及び行動診断に関すること。

第164条に次の 1項を加える。

5　心理支援部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。

( 1 )　児童及びその家庭に関する心理学的な診断及び判定に関すること。

( 2 )　児童及びその保護者等に対する心理療法及びカウンセリング並びに助言指導に関するこ

と。

( 3 )　巡回相談に関すること。

第 3章第 7節を次のように改める。

第 7節　削除

第210条及び第211条　削除

第216条第 1 項中「試験研究」を「試験研究及び高知県病害虫防除所設置条例（昭和27年高知県

条例第40号）により設置された高知県病害虫防除所（以下「病害虫防除所」という。）としての事

務」に、「置く」を「置き、病害虫防除所の分掌事務に係る所管区域については、高知県全域とす

る」に改める。

第217条中第 3項を第 4項とし、第 2項を第 3項とし、第 1項の次に次の 1項を加える。

2　病害虫防除所の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。

( 1 )　植物の検疫に関すること。

( 2 )　植物防疫法（昭和25年法律第151号）による防除（以下この項において「防除」とい

う。）の企画に関すること。

( 3 )　市町村、農業者等が行う防除の指導及び協力に関すること。

( 4 )　病害虫の発生予察事業に関すること。

( 5 )　防除のための薬剤及び器具の保管並びに防除のための器具の修理に関すること。

( 6 )　前各号に掲げるもののほか、防除に関すること。

第 3章第 8節第 3款を次のように改める。

第 3款　削除

第229条及び第230条　削除

第244条第 1 項中第26号を第27号とし、第 2 号から第25号までを 1 号ずつ繰り下げ、第 1 号の次

に次の 1号を加える。

( 2 )　森林経営管理制度に関すること。

第244条第 2項中「第19号及び第20号」を「第20号及び第21号」に改める。

第246条第 1 項中第24号を第25号とし、第 3 号から第23号までを 1 号ずつ繰り下げ、第 2 号の次

に次の 1号を加える。

( 3 )　森林経営管理制度に関すること。

第 3章第 9節第 4款の款名を削り、同節第 3款中第247条及び第248条を次のように改める。

第247条及び第248条　削除

第301条第 2項の表中

情報セキュリティ推進

監

医監

法務監

情報セキュリティ推進

監

医監

地域包括ケア推進監

（総括）

産地・流通支援課

地域農業推進課

「

「

「

「

「

を

を

に改める。

第303条第 1項の表中

「副部長　　　　　　　　　」

を

「副部長

法務監（総務部に限る。）」

に、

「医監（健康政策部に限る。）　　　　　　　　　　　」

を

「医監（健康政策部に限る。）

地域包括ケア推進監（総括）（地域福祉部に限る。）」

に、「農地・担い手対策課」を「農業担い手支援課」に、「小作主事」を「専門技術員」に、

に、

」

」

」

」

」

情報セキュリティ対策及び情報化政策の推進に関する専門的事務

に従事するとともに、当該事務に従事する職員を指揮監督する。

医療に関する事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

条例、規則等の審査、条例の立案、法令等の解釈その他法制一般

に関する事務のほか、公文書制度の立案並びに情報の公開及び個

人情報保護に関する制度の運用に関する事務を掌理し、当該事務

に従事する職員を指揮監督するとともに、これらの法務に関わる

事項について全庁的に助言及び指導を行う。

情報セキュリティ対策及び情報化政策の推進に関する専門的事務

に従事するとともに、当該事務に従事する職員を指揮監督する。

医療に関する事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

地域包括ケアシステムの構築に関する事務を掌理し、各福祉保健

所の地域包括ケア推進監及び地域包括ケア推進企画監を統括す

る。

プロジェクトマネージャー

専門技術員

専門技術員
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を

に改め、同条第 2項中「理事」を「、理事」に改める。

第304条第 2項の表中「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に、

を

に、

を

に改め、同条第 3項中「必要に応じ」を「必要に応じ、」に改める。

第305条の表中「産地・流通支援課プロジェクトマネージャー」を「農産物マーケティング戦略

課プロジェクトマネージャー」に、

を

農業イノベーション推進課

農産物マーケティング戦略課

農業基盤課

高知県中央児童相談所

高知県中央児童相談所

林業大学校

環境研究センター

林業大学校

療育福祉センター副参事

療育福祉センター副参事

「

「

「

「

「

「

「

」

」

」

」

」

」

」

専門技術員

プロジェクトマネージャー

専門技術員

小作主事

市町村支援専門監

次長

児童福祉司

市町村支援専門監

副所長

児童福祉司

副校長

所長

次長

副校長

事務長

高知県幡多児童相談所長

高知県中央児童相談所長

高知県幡多児童相談所長

に、「高知県幡多児童相談所の職員」を「高知県中央児童相談所及び高知県幡多児童相談所の職員

のうちから療育福祉センター長が命じた者」に、

高知県中央児童相談所副参事

高知県中央児童相談所の職員

高知県中央児童相談所副参事

病害虫防除所の職員

健康政策部医師確保・育成支援課

農業振興部農地・担い手対策課

農業振興部産地・流通支援課

「

「

「

を

に改め、

3　平成31年 3 月31日現在において、次の表の左欄に掲げる職に補せられている者で、別に辞令を

を削る。

第306条の表高知県公文書開示審査会の項中「第15条の 3 及び第16条第 1 項の規定による公文書

の開示請求に対する決定についての不服申立て」を「第15条の 3第 1項、第16条第 1項及び第16条

の 2から第16条の 8までの規定による開示決定等及び開示請求に係る不作為についての審査請求」

に改め、「及び答申」を削り、「同条第 2項」を「同条例第16条第 2項」に改め、同表高知県個人

情報保護審査会の項中「第33条の 3及び第36条第 1項の規定による個人情報の開示、訂正及び是正

の請求に対する決定についての不服申立て」を「第33条の 3第 1項、第36条第 1項及び第36条の 2

から第36条の 8までの規定による開示決定等、訂正決定等及び是正決定等並びに開示請求、訂正請

求及び是正請求に係る不作為についての審査請求」に改め、「及び答申並びに同条第 4項、第 6項

及び第 7項の規定による不服申立人等からの意見の聴取等」を削り、同表高知県卸売市場審議会の

項中「地域農業推進課」を「農産物マーケティング戦略課」に改め、同表高知県環境審議会の項中

「林業環境政策課」を「環境共生課」に改める。

附　則

（施行期日）

1　この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2　平成31年 3 月31日現在において、次の表の左欄に掲げる所属に勤務を命ぜられている者で、別

に辞令を発せられないものは、同年 4月 1日付けで、それぞれ現に有する職名をもって、同表の

右欄に掲げる所属に勤務を命ぜられたものとする。

」

」

」

療育福祉センターのセンター長、副センター

長及び事務局長

精神保健福祉センター所長

療育福祉センターの相談部長及び相談担当職

員

精神保健福祉センター所長

農業技術センター次長

健康政策部医療政策課

農業振興部農業担い手支援課

農業振興部農産物マーケティング戦略課
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発せられないものは、同年 4月 1日付けで、それぞれ現に勤務を命ぜられている所属において次

の表の右欄に掲げる職に補せられたものとする。

（高知県衛生試験等手数料等徴収条例施行規則の一部改正）

4　高知県衛生試験等手数料等徴収条例施行規則（昭和24年高知県規則第41号）の一部を次のよう

に改正する。

第 1条中「高知県衛生研究所、」を「高知県衛生環境研究所、」に、「高知県衛生研究所長」

を「高知県衛生環境研究所長」に改める。

別記第 1号様式から別記第 4号様式までの規定中「高知県衛生研究所長」を「高知県衛生環境

研究所長」に改める。

別記第 5号様式中「高知県衛生研究所等」を「高知県衛生環境研究所等」に改める。

（高知県公衆衛生修学資金貸与条例施行規則の一部改正）

5　高知県公衆衛生修学資金貸与条例施行規則（昭和41年高知県規則第76号）の一部を次のように

改正する。

第 8条中「衛生研究所」を「衛生環境研究所」に改める。

（高知県食品衛生法施行細則の一部改正）

6　高知県食品衛生法施行細則（昭和48年高知県規則第37号）の一部を次のように改正する。

第 4条中「高知県衛生研究所」を「高知県衛生環境研究所」に改める。

高知県事務処理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成31年 4月 1日（掲示済）

高知県知事　尾﨑　正直

高知県規則第19号

高知県事務処理規則の一部を改正する規則

高知県事務処理規則（平成15年高知県規則第44号）の一部を次のように改正する。

第 3条の 3の表中

中央児童相談所企画調整課のチーフ

中央児童相談所地域相談課のチーフ

中央児童相談所児童虐待対応課のチーフ

中央児童相談所企画調整部のチーフ

中央児童相談所地域相談部のチーフ

中央児童相談所初期対応部のチーフ

理事

理事

法務監

スポーツ振興監

地域防災監

地域防災監

地域包括ケア推進監（総括）

スポーツ振興監

「

「

「

「

を

に、

を

に改める。

別表第 1の 3の( 4 )のイの項中「理事」を「理事、法務監及び地域包括ケア推進監（総括）」に

改め、同表の 3の( 5 )の項中「短縮及び育児又は介護を行う職員の」を「短縮等及び」に改め、同

表の 3の( 9 )のイの項、 3の(10)のウの項及び 3の(12)のアの(ウ)の項中「理事」を「理事、法務

監及び地域包括ケア推進監（総括）」に改め、同表備考 3 中「スポーツ振興監、地域防災監」を

「地域防災監、スポーツ振興監」に改める。

別表第 2の12の項中「短縮及び育児又は介護を行う職員の」を「短縮等及び」に改め、同表の29

の項及び30の項中「 1 億円」を「 1 億2,500万円」に改め、同表の35の項中「2,000万円」を

「2,500万円」に改め、同表備考 2 中「総務課長、」を「総務課長、総務課課長補佐、」に、「総

務課長及び」を「総務課課長補佐及び」に改め、同表備考16を削り、同表備考17を同表備考16と

し、同表備考18を同表備考17とし、同表備考19を同表備考18とし、同表備考20を同表備考19とし、

同表備考21を同表備考20とする。

別表第 3の 1の(10)の表を次のように改める。

」

」

」

」

知事の特命事項

知事の特命事項

条例、規則等の審査、条例の立案、法令等の解釈その他

法制一般に関する事務のほか、公文書制度の立案並びに

情報の公開及び個人情報保護に関する制度の運用に関す

る事務

スポーツに関する事務

所管する地域の防災体制の確立及び市町村の防災対策の

支援に関する事務のうち特に必要があると認められるも

の

所管する地域の防災体制の確立及び市町村の防災対策の

支援に関する事務のうち特に必要があると認められるも

の

地域包括ケアシステムの構築に関する事務

スポーツに関する事務

事務の種類

電子計算

事項（根拠条項）

( 1 )　電子計算機の運営に

備考合議先決裁権者

専決権者知

事

副

知

事

部

局

長

副

部

長

等

課

長

〇

課

長

補

佐

等

所

長

受

任

者

所

長
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機及びネッ

トワークの

運営に関す

る事務

16　自治医

科大学医

学部入学

試験委員

会に関す

る事務

関すること。

( 2 )　県庁ネットワークの

運営管理に関すること。

( 3 )　高知県情報ハイウェ

イの運営管理に関するこ

と。

( 4 )　高知県情報ハイウェ

イの民間利用に関するこ

と。

( 5 )　高知県情報セキュリ

ティクラウドの運営管理

に関すること。

( 6 )　総合行政ネットワー

クの運営管理に関するこ

と。

( 1 )　自治医科大学医学部

入学試験委員の申出に関

すること。

( 2 )　自治医科大学医学部

入学試験試験担当員の委

嘱に関すること。

( 3 )　自治医科大学医学部

入学試験第一次学力試験

の及第者の決定に関する

こと。

( 4 )　自治医科大学医学部

入学試験第一次試験の合

格者の決定に関するこ

と。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3 の 3 の( 1 )の表 9 の項中「高知県衛生研究所長」を「高知県衛生環境研究所長」に改

め、同表の 3の( 2 )の表16の項中「減免」を「減免に関すること。」に、「第 8条」を「第 8条及

び高知県立幡多看護専門学校学則（平成18年高知県規則第47号）第28条第 2項」に改め、同項を同

表の 3の( 2 )の表17の項とし、同表の 3の( 2 )の表15の項の次に次のように加える。

別表第 3 の 3 の( 4 )の表 1 の(41)の項中「（昭和23年厚生省令第50号）」を削り、同表の 3 の

( 4 )の表 9 の( 4 )の項中「昭和36年政令第 1 号」を「昭和36年政令第11号」に改め、同表の 3 の

( 4 )を同表の 3の( 3 )とし、同表の 3の( 5 )を同表の 3の( 4 )とし、同表の 3の( 6 )の表 6の項中

「高知県衛生研究所長」を「高知県衛生環境研究所長」に改め、同表の 3の( 6 )の表に次のように

加える。

別表第 3 の 3 の( 6 )を同表の 3 の( 5 )とし、同表の 3 の( 7 )の表24の項中「平成29年法律第65

条」を「平成29年法律第65号」に改め、同表の 3の( 7 )の表24の( 1 )の項中「第 3条」を「第 3条

第 1項、第 4項及び第 6項」に改め、同表の 3の( 7 )の表24の( 2 )の項中「住宅宿泊事業者への」

を「住宅宿泊事業者に対する」に改め、同表の 3の( 7 )の表24の( 4 )の項を削り、同表の 3の( 7 )

の表24の( 5 )の項を同表の 3 の( 7 )の表24の( 4 )の項とし、同表の 3 の( 7 )の表24の( 6 )の項中

「( 5 )」を「( 4 )」に改め、同項を同表の 3の( 7 )の表24の( 5 )の項とし、同表の 3の( 7 )の表31

の(14)の項中「への食鳥検査の委任（法第21条第 1項）」を「の指定等（法第21条第 1項及び第22

条）」に改め、同表の 3の( 7 )の表31の(15)の項中「の適正な実施のための必要な措置の指示（法

第31条第 2項）」を「に関する監督命令（法第31条）」に改め、同表の 3の( 7 )の表31の(16)の項

中「への食鳥検査の委任の解除（法第34条第 1項）」を「の指定の取消し等（法第33条第 1項及び別表第 3の 3の( 3 )を削り、同表の 3の( 4 )の表 1の(11)の項を次のように改める。

(11)　病院の入院患者の病

状急変時においても当該

病院の医師が速やかに診

療を行う体制が確保され

ていることの認定（法第

16条ただし書及び医療法

施行規則（昭和23年厚生

省令第50号）第 9条の15

の 2 ）

○

15　がん登

録等の推

進に関す

る 法 律

（平成25

年法律第

111号。

以下この

項におい

て「法」

という｡)

に関する

事務

( 1 )　届出対象情報の届出

を行う診療所の指定及び

当該指定の取消し（法第

6条第 2項及び第 5項）

( 2 )　病院の管理者に対す

る届出の勧告等（法第 7

条）

( 3 )　全国がん登録情報等

の提供を受けた者等に対

する勧告及び措置命令

（法第38条）

( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

〇

〇

〇

	

〇
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第 2 項）」に改め、同表の 3 の( 7 )の表40の( 6 )の項中「地域農業推進課長」を「農産物マーケ

ティング戦略課長」に改め、同表の 3の( 7 )の表41の項を次のように改める。

別表第 3の 3の( 7 )を同表の 3の( 6 )とし、同表の 4の( 1 )の表 4の項に次のように加える。

別表第 3の 4の( 2 )の表 5の( 2 )の項を次のように改める。

別表第 3の 4の( 2 )の表 5の(11)の項を同表の 4の( 2 )の表 5の(14)の項とし、同表の 4の( 2 )

の表 5の(10)の項を同表の 4の( 2 )の表 5の(13)の項とし、同項の前に次のように加える。

41　食品表

示法（平

成25年法

律 第 7 0

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

( 1 )　食品関連事業者に対

する指示（法第 6条第 1

項及び第 3項並びに第15

条第 5項並びに食品表示

法第十五条の規定による

権限の委任等に関する政

令（平成27年政令第68

号。以下この項において

「政令」という。）第 7

条第 1項第 1号及び第 2

項）

( 2 )　( 1 )の指示を受けた

者に対する措置命令（法

第 6条第 5項及び第15条

第 5項並びに政令第 7条

第 1 項第 2 号及び第 2

項）

( 3 )　食品関連事業者に対

する措置命令等（法第 6

条第 8項及び第15条第 5

項並びに政令第 7条第 1

項第 3号及び第 2項）

( 4 )　( 1 )の指示、( 2 )の

措置命令及び( 3 )の措置

命令等に係る公表（法第

7条及び第15条第 5項並

びに政令第 7条第 1項第

1号から第 3号まで及び

第 2項)

( 5 )　食品関連事業者等に

対する報告の徴収及び物

件の提出の要求（法第 8

条第 1項及び第15条第 5

項並びに政令第 7条第 1

項第 4号及び第 2項）

( 6 )　食品関連事業者とそ

の事業に関して関係のあ

る事業者に対する報告の

徴収及び物件の提出の要

求（法第 8条第 1項及び

第15条第 5項並びに政令

第 7条第 1項第 5号及び

第 2項）

( 7 )　食品関連事業者等及

び食品関連事業者とその

事業に関して関係のある

事業者に対する立入検

査、質問及び収去（法第

8条第 1項及び第15条第

5項並びに政令第 7条第

1項第 6号及び第 2項）

( 8 )　表示に関する申出の

受付及び調査（法第12条

及び第15条第 5項並びに

政令第 7条第 1項第 7号

及び第 2項）

( 9 )　( 1 )から( 8 )までの

事項以外の法に関するこ

と。（法第15条第 5項並

びに政令第 7条第 3項及

び第 6項）

(15)　都道府県地域福祉支

援計画の策定及び変更

（法第108条第 1 項及び

第 3項）

( 2 )　社会福祉法人の定款

の変更の認可（法第45条

の36第 2 項）

(11)　軽費老人ホームの事

保健所

長

〃

〃

保健所

長

〃

〃

〃

		

〇

〇

〇

	

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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「関係する部局長

管財課長　　　」

に改め、同表の 8の( 1 )の表 1の( 6 )の項中

「人事課長

管財課長

関係する部局長」

を

「関係する部局長

管財課長　　　」

に改め、同表の 8の( 2 )の表 9の( 1 )の項中「高知県工業技術センター所長」を「〃」に改め、同

表の 8の( 3 )の表13の項を次のように改める。

業の廃止の届出の受理

（法第64条）

(12)　老人福祉センターの

事業の開始、届出事項の

変更及び事業の廃止の届

出の受理（法第69条）

〇

別表第 3の 4の( 2 )の表 5の( 9 )の項を同表の 4の( 2 )の表 5の(10)の項とし、同表の 4の( 2 )

の表 5の( 8 )の項の次に次のように加える。

別表第 3 の 4 の( 2 )の表 8 の(29)の項を削り、同表の 4 の( 2 )の表 8 の(30)の項中「旧法」を

「健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の 2 第 1 項の規定によ

りなお効力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保険法（以下この項におい

て「旧法」という。）」に改め、同項を同表の 4の( 2 )の表 8の(29)の項とし、同表の 4の( 2 )の

表中 8 の(31)の項を 8 の(30)の項とし、 8 の(32)の項を 8 の(31)の項とし、 8 の(33)の項を 8 の

(32)の項とし、 8の(34)の項を 8の(33)の項とし、 8の(35)の項を 8の(34)の項とし、 8の(36)の

項を 8の(35)の項とし、 8の(37)の項を 8の(36)の項とし、 8の(38)の項を 8の(37)の項とし、 8

の(39)の項を 8の(38)の項とし、同表の 4の( 2 )の表 8の(40)の項中「(39)」を「(38)」に改め、

同項を同表の 4の( 2 )の表 8の(39)の項とし、同表の 4の( 3 )の表 2の( 1 )のアの項、 2の(12)の

項及び 2の(14)の項中「（高知県中央児童相談所にあっては、副参事の職を兼ねる高知県立療育福

祉センター長が専決することができる。）」を削り、同表の 4の( 3 )の表 2の(18)の項中「児童相

談所長」を「〃」に改め、同表の 4の( 3 )の表 3の( 1 )のアの項中「高知県幡多児童相談所長」を

「児童相談所長」に改め、同表の 4の( 5 )の表 6の( 1 )の項中「（定款に記載された基本財産の処

分及び担保に供する場合の承認を含む。）（法第32条）」を「（法第31条第 1項）」に改め、同表

の 4の( 7 )の表 8の( 6 )の項を次のように改める。

別表第 3の 4の( 7 )の表10の( 1 )の項中「関係する課長」を「〃」に改め、同表の 8の( 1 )の表

1の( 2 )の項中

「管財課長

関係する部局長」

を

( 9 )　軽費老人ホームの事

業の開始及び届出事項の

変更の届出の受理（法第

62条第 1項及び第63条第

1項）

( 6 )　介護医療院の開設者

等に対する報告及び帳簿

書類の提出等の命令、出

頭の要求並びに質問及び

立入検査（法第114条の

2第 1項）

〃

〇

〇

13　中小企

業におけ

る経営の

承認の円

滑化に関

する法律

（平成20

年法律第

33号。以

下「法」

という｡)

に関する

事務

( 1 )　中小企業者の認定

（法第12条第 1項及び中

小企業における経営の承

認の円滑化に関する法律

施行令（平成20年政令第

245号）第 2条）

( 2 )　( 1 )の認定の取消し

（中小企業における経営

の承認の円滑化に関する

法律施行規則（平成21年

経済産業省令第22号。以

下この項において「省

令」という。）第 9条第

1項から第 9項まで及び

第14項から第17項まで）

( 3 )　第一種特別贈与認定

中小企業者等からの報告

の受理（省令第12条第 1

項、第 3項、第 5項、第

7項、第 9項から第11項

まで、第14項から第31項

まで、第33項、第35項及

び第36項）

( 4 )　第一種経営承継贈与

者等の相続が開始した場

合の確認（省令第13条第

1項、第 3項から第 6項

まで、第 8項、第 9項及

び第11項）

		

	

〇

〇

〇

〇
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( 5 )　( 4 )の確認の取消し

（省令第13条第13項）

( 6 )　災害等により被害を

受けた中小企業者に対す

る確認（省令第13条の 2

第 1項及び第 3項）

( 7 )　( 6 )の確認の取消し

（省令第13条の 2 第 5

項）

( 8 )　中小企業者に対する

指導及び助言（法第15条

第 1項及び中小企業にお

ける経営の承認の円滑化

に関する法律施行令第 2

条）

( 9 )　( 8 )の指導及び助言

に係る中小企業者に対す

る確認（省令第17条第 1

項）

(10)　( 9 )の確認を受けた

中小企業者に対する変更

の確認（省令第18条第 1

項から第 4項まで、第 7

項及び第 8項）

(11)　( 9 )の確認及び(10)

の変更の確認の取消し

（省令第19条第 1項及び

第 2項）

(12)　特定承認計画に係る

報告の受理及び確認（省

令第20条第 1項、第 2項

及び第 8項から第13項ま

で）

(13)　( 1 )から(12)までの

事項以外の法に関するこ

と。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3の 8の( 5 )の表 5の( 2 )の項中「減免」を「減免に関すること。」に、「第 6条及び」

を「第 6条並びに」に、「第18条」を「第18条第 2項及び第 3項」に改め、同第 3の 9の( 1 )の表

1の項及び 2の項を次のように改める。

1　旅行業

法（昭和

27年法律

第239号｡

以下この

項におい

て「法」

という｡)

に関する

事務

2　通訳案

( 1 )　旅行業及び旅行業者

代理業並びに旅行サービ

ス手配業の登録（法第 3

条及び第23条並びに旅行

業法施行令（昭和46年政

令第338号。以下この項

において「政令」とい

う。）第 5条第 1項、第

2項及び第 5項）

( 2 )　旅行業及び旅行業者

代理業並びに旅行サービ

ス手配業者に対する業務

改善命令（法第18条の 3

第 1項及び第36条並びに

政令第 5条第 1項、第 2

項及び第 5項）

( 3 )　旅行業及び旅行業者

代理業並びに旅行サービ

ス手配業者に対する業務

停止命令及び登録の取消

し（法第19条第 1項及び

第 2項並びに第37条第 1

項及び第 2項並びに政令

第 5条第 1項、第 2項及

び第 5項）

( 4 )　旅行業及び旅行業者

代理業並びに旅行サービ

ス手配業者の登録の抹消

（法第20条第 1項及び第

2項並びに第38条並びに

政令第 5条第 1項、第 2

項及び第 5項）

( 5 )　( 1 )から( 4 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

( 1 )　全国通訳案内士の登

			

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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内 士 法

（昭和24

年法律第

210号。

以下この

項におい

て「法」

という｡)

に関する

事務

録等（法第18条及び第21

条）

( 2 )　地域通訳案内士の登

録等（法第57条において

読み替えて準用する法第

18条及び第21条）

( 3 )　( 1 )及び( 2 )の事項

以外の法に関すること。

〇

〇

別表第 3の 9の( 2 )の表 1の項を次のように改める。 別表第 3の10の( 1 )の表を次のように改める。

1　高知県

立足摺海

洋館に関

する事務

( 1 )　休館日の変更等（高

知県立足摺海洋館の設置

及び管理に関する条例

（昭和49年高知県条例第

46号。以下この項におい

て「条例」という。）第

2条ただし書）

( 2 )　利用時間の変更（高

知県立足摺海洋館の設置

及び管理に関する条例施

行規則（昭和50年高知県

規則第15号）第 2条第 2

項）

( 3 )　資料等の館外での利

用の承認（条例第 3条）

( 4 )　利用料金の減免及び

還付の要件の承認（条例

第 5条及び第 6条ただし

書）

( 5 )　入場料の額の決定

（高知県立足摺海洋館の

設置及び管理に関する条

例施行規則第 6条）

( 6 )　利用料金及び入場料

を 9割に相当する金額と

する者を定めること。

（条例第 6 条の 3 第 2

		

	

財政課

長

〃

〇

〇

〇

	

〇

〇

〇

号）

( 7 )　資料等、施設、設備

等の損傷及び滅失による

損害の認定（条例第 7

条）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の高知県立足摺

海洋館に関すること。

〇

〇

事務の種類

1　高知県

農林業基

本対策審

議会条例

（昭和36

年高知県

条例第36

号）に関

する事務

2　農業の

有する多

面的機能

の発揮の

促進に関

する法律

（平成26

年法律第

78号。以

下この項

事項（根拠条項）

高知県農林業基本対策審

議会の庶務

( 1 )　農業の有する多面的

機能の発揮の促進に関す

る基本方針の策定及び変

更（法第 5条第 1項及び

第 5項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。

備考合議先決裁権者

専決権者知

事

副

知

事

部

局

長	

〇

副

部

長

等

課

長

〇

〇

課

長

補

佐

等

所

長

受

任

者

所

長
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において

「法」と

いう。）

に関する

事務

4　高知県

立農業担

い手育成

センター

に関する

事務

事項以外の高知県立農業

大学校に関すること。

( 1 )　研修料の減免に関す

ること。（高知県立農業

担い手育成センターの設

置及び管理に関する条例

（平成26年高知県条例第

4号。以下この項におい

て「条例」という。）第

5条及び高知県立農業担

い手育成センターの設置

及び管理に関する条例施

行規則（平成26年高知県

規則第32号。以下この項

において「規則」とい

う。）第 6条）

( 2 )　研修料の還付（条例

第 6条ただし書）

( 3 )　施設、設備、備品等

の損傷及び滅失による損

害の認定（条例第 8条）

( 4 )　研修部門の研修内容

の決定（規則第 3条第 1

項第 7号）

( 5 )　研修部門の科目、時

間数等の承認（規則第 3

条第 2項）

( 6 )　研修申込書の承認

（規則第 4条第 1項）

( 7 )　高知県立農業担い手

育成センターの管理に関

する事項の決定（規則第

8条）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の高知県立農業

担い手育成センターに関

すること。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3の10の( 2 )中「農地・担い手対策課」を「農業担い手支援課」に改め、同表の10の( 2 )

の表中 1の項から 3の項までを削り、 4の項を 1の項とし、 5の項を 2の項とし、同項の次に次の

ように加える。

3　高知県

立農業大

学校に関

する事務

( 1 )　授業料及び受講料の

減免に関すること。（高

知県立農業大学校の設置

及び管理に関する条例

（昭和58年高知県条例第

3号）第 7条並びに高知

県立農業大学校の設置及

び管理に関する条例施行

規則（昭和58年高知県規

則第11号。以下この項に

おいて「規則」とい

う。）第23条第 2項及び

第 3項）

( 2 )　入校手数料等の還付

（高知県立農業大学校の

設置及び管理に関する条

例第 8条ただし書及び規

則第24条）

( 3 )　研修教育の科目及び

時間数の承認（規則第 3

条）

( 4 )　入校試験を受ける者

が高等学校を卒業した者

等と同等以上の学力を有

することの認定（規則第

7条第 3号）

( 5 )　高知県立農業大学校

の管理に関する事項の承

認（規則第25条）

( 6 )　( 1 )から( 5 )までの

	

高知県

立農業

大学校

長

		 〇

〇

〇

〇

〇

	

〇
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別表第 3の10の( 4 )の表 4の( 1 )の項中「第12条の 2第 2項」を「第26条第 2項」に改め、同表

の10の( 4 )の表中10の項及び11の項を削り、12の項を10の項とし、13の項を11の項とし、同表の10

の( 5 )を次のように改める。

( 5 )　農産物マーケティング戦略課

事務の種類

1　卸売市

場法（昭

和46年法

律 第 3 5

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう｡）

及び高知

県卸売市

場 条 例

（昭和46

年高知県

条例第39

号。以下

この項に

お い て

「条例」

という｡)

に関する

事務（生

鮮水産物

及びその

加工品を

取り扱う

市場並び

事項（根拠条項）

( 1 )　中央卸売市場整備計

画の策定及び変更並びに

中央卸売市場の開設区域

の指定及び変更に係る農

林水産大臣からの協議

(法第 5 条第 3 項及び同

条第 5項において準用す

る同条第 3項並びに第 7

条第 2項及び同条第 3項

において準用する同条第

2項)

( 2 )　高知県卸売市場整備

計画の策定及び変更（法

第 6条）

( 3 )　地方卸売市場の開設

及び廃止並びに卸売業務

の許可等（法第55条、第

57条、第58条第 1項、第

59条及び第60条）

( 4 )　地方卸売市場の開設

の許可及び卸売業務の許

可の取消し等（法第65条

第 1項及び第 2項）

備考

合議先

は、卸

売市場

の取扱

品目に

よる。

〃

〃

〃

合議先

畜産振

興課長 

水産振

興部長 

水産流

通課長

〃

〃

〃

決裁権者

専決権者知

事

副

知

事

部

局

長	

〇

〇

〇

〇

副

部

長

等

課

長

課

長

補

佐

等

所

長

受

任

者

所

長

に肉類及

びその加

工品を取

り扱う市

場に係る

ものを除

く。）

2　食品表

示法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務（畜

産振興課

及び水産

流通課が

所掌する

事項を除

く。）

( 5 )　事業の譲渡し及び譲

受け、法人の合併及び分

割並びに相続による開設

者等の地位の承継の認可

（条例第 9条第 1項及び

第 2項並びに第10条第 1

項）

( 6 )　( 1 )から( 5 )までの

事項以外の法及び条例に

関すること。

( 1 )　食品関連事業者に対

する指示（法第 6条第 1

項並びに第15条第 4項及

び第 5項並びに食品表示

法第十五条の規定による

権限の委任等に関する政

令（以下この項において

「政令」という。）第 5

条第 1項第 1号及び第 2

項並びに第 6条第 1項第

1号及び第 2項）

	

( 2 )　( 1 )の指示を受けた

者に対する措置命令（法

第 6条第 5項並びに第15

条第 4項及び第 5項並び

に政令第 6条第 1項第 2

号及び第 2項）

( 3 )　( 1 )の指示及び( 2 )

の措置命令に係る公表

（法第 7条並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 1号

及び第 2項並びに第 6条

第 1項第 1号及び第 2号

並びに第 2項)

( 4 )　食品関連事業者に対

する報告の徴収及び物件

の提出の要求（法第 8条

第 1項及び第 2項並びに

〃

〃

〃

畜産振

興課長 

水産流

通課長

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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3 　主要食

糧の需給

及び価格

の安定に

関する法

律（平成

6年法律

第113号｡

以下この

項におい

て「法」

という｡)

及び主要

食糧の需

給及び価

格の安定

に関する

法律施行

令（平成

7年政令

第98号。

以下この

項におい

て 「 政

令」とい

う。）に

関する事

務

4　米穀等

の取引等

に係る情

報の記録

及び産地

情報の伝

達に関す

る 法 律

（平成21

年法律第

26号。以

下この項

において

「法」と

いう。）

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 2号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 3号及び

第 2項）

( 5 )　食品関連事業者とそ

の事業に関して関係のあ

る事業者に対する報告の

徴収及び物件の提出の要

求（法第 8条第 1項及び

第 2項並びに第15条第 4

項及び第 5項並びに政令

第 5条第 1項第 3号及び

第 2項並びに第 6条第 1

項第 4号及び第 2項）

( 6 )　食品関連事業者及び

食品関連事業者とその事

業に関して関係のある事

業者に対する立入検査及

び質問（法第 8条第 1項

及び第 2項並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 4号

及び第 2項並びに第 6条

第 1 項第 5 号及び第 2

項）

( 7 )　表示に関する申出の

受付及び調査（法第12条

第 1項及び第 3項並びに

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 5号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 6号及び

第 2項）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の法に関するこ

と。（法第15条第 4項及

び第 5項並びに政令第 5

条第 3項、第 4項及び第

7 項並びに第 6 条第 3

項、第 4項及び第 7項）

( 1 )　地域出荷販売事業者

に対する勧告及び命令

（法第 7条の 3及び第53

条第 1項並びに政令第17

条第 1項第 1号及び第 2

号並びに第 2項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。（法第53

条第 1項及び政令第17条

第 1項から第 4項まで）

( 1 )　地域米穀事業者に対

する勧告及び命令（法第

9条及び第11条第11項並

びに政令第 7条第 1項第

1号及び第 2号及び第 2

項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。（法第11

条第11項及び政令第 7条

第 1項から第 4項まで）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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及び米穀

等の取引

等に係る

情報の記

録及び産

地情報の

伝達に関

する法律

施 行 令

（平成21

年政令第

261号。

以下この

項におい

て 「 政

令」とい

う。）に

関する事

務

5　野菜生

産出荷安

定法（昭

和41年法

律第103

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

6　特定野

菜等供給

産地育成

価格差補

給事業等

野菜の価

格安定事

業に関す

る 事 務

（野菜生

産出荷安

定法に関

する事務

を除く｡)

( 1 )　野菜指定産地の指

定、区域の変更及び指定

の解除に係る農林水産大

臣への意見の具申（法第

4条第 4項並びに第 6条

第 3項及び第 7条第 2項

において準用する法第 4

条第 4項）

( 2 )　野菜指定産地の指定

に係る農林水産大臣への

申出（法第 5条）

( 3 )　生産出荷近代化計画

の樹立（法第 8 条第 1

項）

( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

( 1 )　野菜の価格安定事業

が対象とする野菜・産地

・市場群の選定、区域の

変更及び産地の解除に関

すること。

( 2 )　( 1 )の事項以外の野

菜の価格安定事業に関す

ること。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3の10の( 6 )を削り、同表の10の( 7 )の表 3の項中「関する事務」を「関する事務（農産

物マーケティング戦略課が所掌する事項を除く。）」に改め、同表の10の( 7 )の表11の項を次のよ

うに改める。

11　食品表

示法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務（農

産物マー

ケティン

グ戦略課

及び水産

流通課が

所掌する

事項を除

く。）

( 1 )　食品関連事業者に対

する指示（法第 6条第 1

項並びに第15条第 4項及

び第 5項並びに食品表示

法第十五条の規定による

権限の委任等に関する政

令（以下この項において

「政令」という。）第 5

条第 1項第 1号及び第 2

項並びに第 6条第 1項第

1号及び第 2項）

( 2 )　( 1 )の指示を受けた

者に対する措置命令（法

第 6条第 5項並びに第15

条第 4項及び第 5項並び

に政令第 6条第 1項第 2

号及び第 2項）

( 3 )　( 1 )の指示及び( 2 )

の措置命令に係る公表

（法第 7条並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 1号

及び第 2項並びに第 6条

第 1項第 1号及び第 2号

並びに第 2項)

( 4 )　食品関連事業者に対

する報告の徴収及び物件

	〇

〇

〇

〇
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の提出の要求（法第 8条

第 1項及び第 2項並びに

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 2号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 3号及び

第 2項）

( 5 )　食品関連事業者とそ

の事業に関して関係のあ

る事業者に対する報告の

徴収及び物件の提出の要

求（法第 8条第 1項及び

第 2項並びに第15条第 4

項及び第 5項並びに政令

第 5条第 1項第 3号及び

第 2項並びに第 6条第 1

項第 4号及び第 2項）

( 6 )　食品関連事業者及び

食品関連事業者とその事

業に関して関係のある事

業者に対する立入検査及

び質問（法第 8条第 1項

及び第 2項並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 4号

及び第 2項並びに第 6条

第 1 項第 5 号及び第 2

項）

( 7 )　表示に関する申出の

受付及び調査（法第12条

第 1項及び第 3項並びに

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 5号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 6号及び

第 2項）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の法に関するこ

と。（法第15条第 4項及

び第 5項並びに政令第 5

条第 3項、第 4項及び第

7 項並びに第 6 条第 3

項、第 4項及び第 7項）

〇

〇

〇

〇

別表第 3の10の( 7 )の表13の項を次のように改める。

別表第 3の10の( 7 )を同表の10の( 6 )とし、同表の10の( 8 )の表 1の項を次のように改める。

13　卸売市

場法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

及び高知

県卸売市

場 条 例

（以下こ

の項にお

いて「条

例」とい

う。）に

関する事

務（肉類

及びその

加工品を

取り扱う

市場に係

るものに

限る。）

1　土地改

良法（昭

和24年法

律第195

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

( 1 )　地方卸売市場の開設

及び廃止並びに卸売業務

の許可等（法第55条、第

57条、第58条第 1項、第

59条及び第60条）

( 2 )　地方卸売市場の開設

の許可及び卸売業務の許

可の取消し等（法第65条

第 1項及び第 2項）

( 3 )　事業の譲渡し及び譲

受け、法人の合併及び分

割並びに相続による開設

者等の地位の承継の認可

（条例第 9条第 1項及び

第 2項並びに第10条第 1

項）

( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の法に関するこ

と。（市場に係るものに

限る。）

( 1 )　土地改良長期計画の

案の作成に係る農林水産

大臣への意見の具申（法

第 4条の 2第 4項）

( 2 )　土地改良区の仮理事

の選任及び役員の選挙の

ための総会の招集（法第

29条の 4第 1項）

( 3 )　県営土地改良事業計

画の決定（法第87条の 3

第 1項、第 2項、第 6項

及び第 7項）

	

農業振

興セン

ター所

長

農産物

マーケ

ティン

グ戦略

課長

〃

〃

〃	

農業政

策課長

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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（昭和27

年法律第

229号）

に関する

事務

5　農業振

興地域の

整備に関

する法律

（昭和44

年法律第

58号。以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務

6　農村地

域への産

業の導入

の促進等

に関する

法律（昭

和46年法

律第112

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

( 4 )　緊急耐震工事計画の

決定（法第87条の 4第 1

項、第 2項及び第 4項）

( 5 )　( 3 )の県営土地改良

事業計画及び( 4 )の緊急

耐震工事計画の変更（法

第88条第15項、第16項、

第18項及び第19項）

( 6 )　県営土地改良事業に

よって生じた土地改良施

設の管理の委託（法第94

条の10第 1項）

( 7 )　土地改良区等に対す

る報告の徴収及び検査

（軽易なものに限る。）

（法第132条第 1項）

( 8 )　土地改良区に対する

解散命令（法第135条第

1項）

( 9 )　土地改良区における

決議、選挙等及び会議の

議決の取消し（法第136

条）

(10)　( 1 )から( 9 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

いての転用等の許可その他

の農地法に関すること。

( 1 )　農業振興地域整備基

本方針の作成（法第 4条

第 1項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。

( 1 )　基本計画の作成（法

第 4条第 1項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。

〃

〃

農業振

興セン

ター所

長

課長が

必要が

ると認

めるも

のにつ

いては､

農業政

策課長

に合議

する。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3の10の( 8 )の表中 6の項を 9の項とし、 5の項を 8の項とし、 4の項を 7の項とし、 3

の項の次に次のように加える。

別表第 3の10の( 8 )を同表の10の( 7 )とし、同表の11の( 2 )の表12の( 1 )の項中「減免」を「減

免に関すること。」に改め、同表の11の( 2 )の表12の( 4 )の項中「決定」を「決定及び研修部門の

定員を超えての受入れ」に改め、同表の11の( 2 )の表12の(11)の項を同表の11の( 2 )の表12の(12)

の項とし、同表の11の( 2 )の表12の(10)の項の次に次のように加える。

(11)　高知県立林業大学校

運営委員会に関するこ

と。

〃〇

4　農地法 農地及び採草牧草地につ 〇
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別表第 3の11の( 2 )の表に次のように加える。

別表第 3の11の( 3 )の表 2の( 2 )の項中「林業機械のレンタル」を「複数の事業者により構成さ

れた連合会等の団体であって、県内で広域的に活動するものが行う事業」に改め、同表の11の( 3 )

の表 3の( 1 )の項中「事業に係る検査」を「森の工場事業実施計画書に係る市町村の意見聴取」に

改め、同表の11の( 3 )の表 3の( 2 )の項中「高性能林業機械等整備事業費補助金に係る内示、交付

決定、検査、確定及び支払」を「事業に係る検査」に改め、同表の11の( 3 )の表 5の項及び 6の項

を次のように改める。

別表第 3の11の( 3 )の表 7の( 1 )の項中「〃」を「林業事務所長（高知県中央東林業事務所嶺北

林業振興事務所の所管区域内でのものにあっては、高知県中央東林業事務所嶺北林業振興事務所長

に委任する。）」に改め、同表の11の（ 3）の表に次のように加える。

14　森林経

営管理法

（平成30

年法律第

35号。以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務

5　みどり

の環境整

備支援事

業に関す

る事務

( 1 )　確知所有者不同意森

林及び所有者不明森林に

関する裁定（法第19条第

1項及び第27条第 1項）

( 2 )　森林経営管理事務の

代替執行に関する協議及

び森林経営管理事務の代

替執行に関する規約の公

告（法第48条第 1項及び

第 3項前段）

( 3 )　( 1 )及び( 2 )の事項

以外の法に関すること

（木材増産推進課が所掌

する事項を除く。）。

( 1 )　事業に係る検査に関

すること。

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っては、

高知県

中央東

林業事

務所嶺

北林業

	

	

〇

〇

〇

〇

6　森林資

源再生支

援事業に

関する事

務

( 2 )　( 1 )の事項以外のみ

どりの環境整備支援事業

に関すること。

( 1 )　事業に係る検査に関

すること。

( 2 )　再造林推進員の活動

に対する補助金に係る内

示、交付決定、確定及び

支払に関すること。

( 3 )　( 1 )及び( 2 )の事項

以外の森林資源再生支援

事業に関すること。

振興事

務所長

に委任

する｡)

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っては、

高知県

中央東

林業事

務所嶺

北林業

振興事

務所長

に委任

する｡)

〃

〇

〇

〇

〇
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10　森林経

営管理法

（以下こ

の項にお

いて｢法｣

という｡)

に関する

事務

11　育成経

営体の選

定及び公

表に関す

る事務

( 1 )　経営管理実施権の設

定を受けることを希望す

る民間事業者の公募及び

公表（法第36条第 1項及

び第 2項）

( 2 )　( 1 )の民間事業者の

登録申請に関すること。

( 3 )　( 1 )及び( 2 )の事項

以外の法に関すること。

( 1 )　育成経営体の選定及

び公表に関すること。

( 2 )　( 1 )の育成経営体の

登録申請に関すること。

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っては、

高知県

中央東

林業事

務所嶺

北林業

振興事

務所長

に委任

する｡)

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

〇

〇

〇

〇

〇

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っては、

高知県

中央東

林業事

務所嶺

北林業

振興事

務所長

に委任

する｡)

別表第 3の11の( 6 )の表 2の( 1 )の項中「第14条第 1項」を「第15条第 1項」に改め、同表の11

の( 6 )の表 3の( 1 )の項中「第20条の 3第 1項」を「第21条第 1項」に改め、同表の11の( 6 )の表

3の( 2 )の項中「第20条の 3第 6項」を「第21条第 6項」に改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 3 )の

項中「第20条の 3第 8項」を「第21条第 8項」に改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 4 )の項中「第20

条の 3第10項」を「第21条第10項」に改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 5 )の項中「第20条の 4第 1

項」を「第22条第 1項」に改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 6 )の項中「第21条の 2第 1項」を「第

26条第 1項」に改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 7 )の項中「第23条第 1項」を「第37条第 1項」に

改め、同表の11の( 6 )の表 3の( 8 )の項中「第24条第 1項」を「第38条第 1項」に改め、同表の11

の( 8 )の表15の項を次のように改める。

15　フロン

類の使用

の合理化

及び管理

の適正化

に関する

法律（平

成13年法

律 第 6 4

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

( 1 )　第一種特定製品の管

理者に対する指導及び助

言（法第17条）

( 2 )　第一種特定製品の管

理者に対する勧告、公表

及び措置命令（法第18

条）

( 3 )　第一種フロン類充塡

回収業者登録簿への登録

の拒否（法第29条第 1項

（法第30条第 2項及び第

31条第 2項において準用

する場合を含む。））

( 4 )　第一種フロン類充塡

回収業者の登録の抹消

（法第34条）

〇

〇

〇

〇
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( 5 )　第一種フロン類充塡

回収業者の登録の取消し

等（法第35条第 1項）

( 6 )　第一種特定製品整備

者、第一種特定製品廃棄

等実施者、特定解体工事

元請業者及び第一種フロ

ン類充塡回収業者に対す

る指導及び助言（法第48

条）

( 7 )　第一種特定製品整備

者、第一種特定製品廃棄

等実施者、第一種フロン

類引渡受託者及び第一種

フロン類充塡回収業者に

対する勧告及び措置命令

（法第49条）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

〇

〇

〇

〇

別表第 3の11の( 8 )の表17の項を次のように改める。

17　土壌汚

染対策法

（平成14

年法律第

53号。以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務

( 1 )　指定調査機関の指定

等及び当該指定の更新等

（法第 3条第 1項及び第

31条並びに第32条第 1項

及び同条第 2項において

準用する法第31条）

( 2 )　人の健康に係る被害

が生ずるおそれがない旨

の確認及び当該確認の取

消し（法第 3条第 1項た

だし書及び第 6項）

( 3 )　土壌汚染状況調査の

結果の報告及び報告の内

容の是正の命令（法第 3

条第 4項）

〇

〇

〇

( 4 )　土地の形質の変更の

届出に係る当該土地の土

壌汚染状況調査の命令及

び結果の報告の命令（法

第 3条第 8項及び第 4条

第 3項）

( 5 )　土壌汚染による健康

被害が生ずるおそれがあ

る土地の土壌汚染状況調

査の命令及び結果の報告

の命令並びに当該土壌汚

染状況調査の実施及び当

該実施に係る公告（法第

5条）

( 6 )　要措置区域の指定

（その旨の公示を含

む。）及び当該指定の解

除（その旨の公示を含

む。）（法第 6条第 1項

及び第 2項並びに同条第

4項及び同条第 5項にお

いて準用する同条第 2

項）

( 7 )　要措置区域内の土地

所有者等又は土壌の汚染

を生じさせる行為をした

者に対する汚染除去等計

画の作成及び提出の指示

並びに提出の命令、実施

措置の変更の命令（変更

を命ずる期間の短縮及び

短縮後の期間の通知を含

む。）並びに実施措置を

講ずべきことの命令並び

に汚染の除去等の措置の

実施及び当該実施に係る

公告（法第 7条第 1項、

第 2 項、第 4 項、第 5

項、第 8項及び第10項）

( 8 )　形質変更時要届出区

域の指定（その旨の公示

〇

〇

〇

〇

〇
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(15)　汚染土壌処理業者に

対する改善命令及び汚染

土壌処理業の許可の取消

し等（法第24条及び第25

条）

(16)　汚染土壌処理施設を

汚染土壌の処理の事業の

用に供した者に対する措

置命令（法第27条第 2

項）

(17)　汚染土壌処理業を譲

渡する場合の汚染土壌処

理業者の地位の承継の承

認等（法第27条の 2第 1

項及び同条第 2項におい

て準用する法第22条第 3

項）

(18)　汚染土壌処理業者で

ある法人の合併及び分割

の承認等（法第27条の 3

第 1項及び同条第 2項に

おいて準用する法第22条

第 3項）

(19)　汚染土壌処理業者の

相続の承認等（法第27条

の 4第 1項及び同条第 3

項において準用する法第

22条第 3項）

(20)　国等が行う汚染土壌

の処理の事業に係る協議

等（法第27条の 5並びに

土壌汚染対策法施行令

（平成14年政令第336

号）第 7条の規定により

読み替えて適用される法

第24条、第25条及び第27

条第 2項）

(21)　指定調査機関に対す

る土壌汚染状況調査等の

を含む。）及び当該指定

の解除（その旨の公示を

含む。）（法第11条第 1

項及び第 2項並びに同条

第 3項において準用する

法第 6条第 2項）

( 9 )　形質変更時要届出区

域内における土地の形質

の変更の施行及び管理に

関する方針に係る確認

（法第12条第 1 項第 1

号）

(10)　形質変更時要届出区

域内における土地の形質

の変更の届出者に対する

計画変更命令（法第12条

第 5項）

(11)　要措置区域等の指定

の申請者に対する報告の

徴収等及び立入検査（法

第14条第 4項）

(12)　汚染土壌の搬出時の

届出者に対する計画変更

命令（法第16条第 4項）

(13)　汚染土壌の特定有害

物質による汚染の拡散の

防止のための措置命令

（法第19条）

(14)　汚染土壌処理業の許

可等及び当該許可の更新

等並びに当該許可に係る

変更の許可等（法第22条

第 1項及び第 3項、同条

第 4項及び同条第 5項に

おいて準用する同条第 3

項並びに第23条第 1項及

び同条第 2項において準

用する法第22条第 3項）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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（平成 7

年法律第

112号。

以下この

項におい

て「法」

という｡)

に関する

事務

実施命令及び改善命令、

適合措置命令並びに指定

の取消し（法第36条第 3

項、第39条及び第42条）

(22)　指定調査機関に係る

公示（法第43条）

(23)　土壌汚染状況調査に

係る土地及び要措置区域

等内の土地の所有者等に

対する報告の徴収及び立

入検査（法第54条第 1項

及び第 3項から第 5項ま

で）

(24)　( 3 )から( 5 )まで、

( 7 )及び(10)の命令に伴

う協議（法第55条）

(25)　関係行政機関の長等

に対する資料の送付等の

要求等（法第56条第 2

項）

(26)　基準不適合土壌が存

在するおそれがないもの

等と認められる土地の指

定（土壌汚染対策法施行

規則（平成14年環境省令

第29号）第25条第 5号）

(27)　( 1 )から(26)までの

事項以外の法に関するこ

と。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

別表第 3の11の( 8 )の表に次のように加える。

別表第 3の12の( 4 )の表 1の項及び 2の項を次のように改める。

19　容器包

装に係る

分別収集

及び再商

品化の促

進等に関

する法律

( 1 )　都道府県分別収集促

進計画の策定及び変更

（法第 9条第 1項及び第

5項）

( 2 )　( 1 )の事項以外の法

に関すること。

〇

〇

1　卸売市

場法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

及び高知

県卸売市

場 条 例

（以下こ

の項にお

いて「条

例」とい

う。）に

関する事

務（生鮮

水産物及

びその加

工品を取

り扱う市

場に係る

ものに限

る。）

2　食品表

示法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

( 1 )　地方卸売市場の開設

及び廃止並びに卸売業務

の許可等（法第55条、第

57条、第58条第 1項、第

59条及び第60条）

( 2 )　地方卸売市場の開設

の許可及び卸売業務の許

可の取消し等（法第65条

第 1項及び第 2項）

( 3 )　事業の譲渡し及び譲

受け、法人の合併及び分

割並びに相続による開設

者等の地位の承継の認可

（条例第 9条第 1項及び

第 2項並びに第10条第 1

項）

( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

( 1 )　食品関連事業者に対

する指示（法第 6条第 1

項並びに第15条第 4項及

び第 5項並びに食品表示

法第十五条の規定による

権限の委任等に関する政

農業振

興部長

農産物

マーケ

ティン

グ戦略

課長

〃

〃

農産物

マーケ

ティン

グ戦略

課長

〇

〇

〇

〇

〇
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に関する

事務（農

産物マー

ケティン

グ戦略課

及び畜産

振興課が

所掌する

事項を除

く。）

別表第 3の13の( 3 )の表中 9の項を削り、10の項を 9の項とし、11の項を10の項とし、12の項を

11の項とし、13の項を12の項とし、14の項を13の項とし、15の項を14の項とし、16の項を15の項と

し、17の項を16の項とし、18の項を17の項とし、19の項を18の項とし、20の項を19の項とし、21の

項を20の項とし、22の項を21の項とし、23の項を22の項とし、同表の13の( 8 )の表 1の項中「及び

都市下水路事業」を「、都市下水路事業及び都市公園事業」に、「流域下水道事業」を「流域下水

道事業及び都市公園事業」に改め、同表の13の( 8 )の表 5の( 7 )の項及び 5の( 8 )の項中「第 7条

第 1号」を「第 7条第 1項第 1号」に、「第12条第 1号」を「第12条第 2項第 1号」に改め、同表

の13の( 8 )の表 9の( 1 )の項中「市町村等の」を「市町村等が行う」に改め、同表の13の( 8 )の表

9の( 2 )の項中「市町村等の」を「市町村等が行う」に、「工事」を「工事及び補助金」に改め、

同表の13の( 8 )の表 9の( 3 )の項中「市町村等が行う農業集落排水事業に係る」を削り、「事項以

外」を「事項以外の市町村等が行う農業集落排水事業」に改め、同表の13の( 9 )の表中 5の項及び

6の項を削り、 7の項を 5の項とし、 8の項を 6の項とし、 9の項を 7の項とし、10の項を 8の項

とし、11の項を 9の項とし、12の項を10の項とする。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

令（以下この項において

「政令」という。）第 5

条第 1項第 1号及び第 2

項並びに第 6条第 1項第

1号及び第 2項）

( 2 )　( 1 )の指示を受けた

者に対する措置命令（法

第 6条第 5項並びに第15

条第 4項及び第 5項並び

に政令第 6条第 1項第 2

号及び第 2項）

( 3 )　( 1 )の指示及び( 2 )

の措置命令に係る公表

（法第 7条並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 1号

及び第 2項並びに第 6条

第 1項第 1号及び第 2号

並びに第 2項）

( 4 )　食品関連事業者に対

する報告の徴収及び物件

の提出の要求（法第 8条

第 1項及び第 2項並びに

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 2号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 3号及び

第 2項）

( 5 )　食品関連事業者とそ

の事業に関して関係のあ

る事業者に対する報告の

徴収及び物件の提出の要

求（法第 8条第 1項及び

第 2項並びに第15条第 4

項及び第 5項並びに政令

第 5条第 1項第 3号及び

第 2項並びに第 6条第 1

項第 4号及び第 2項）

( 6 )　食品関連事業者及び

食品関連事業者とその事

業に関して関係のある事

業者に対する立入検査及

び質問（法第 8条第 1項

及び第 2項並びに第15条

第 4項及び第 5項並びに

政令第 5条第 1項第 4号

及び第 2項並びに第 6条

第 1 項第 5 号及び第 2

項）

( 7 )　表示に関する申出の

受付及び調査（法第12条

第 1項及び第 3項並びに

第15条第 4項及び第 5項

並びに政令第 5条第 1項

第 5号及び第 2項並びに

第 6条第 1項第 6号及び

第 2項）

( 8 )　( 1 )から( 7 )までの

事項以外の法に関するこ

と。（法第15条第 4項及

び第 5項並びに政令第 5

条第 3項、第 4項及び第

7 項並びに第 6 条第 3

項、第 4項及び第 7項）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇
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訓 令

高知県訓令第 4号

本 庁

各出先機関

機構改革等に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定

める。

平成31年 4月 1日（掲示済）

高知県知事　尾﨑　正直

機構改革等に伴う関係訓令の整備に関する訓令

（高知県法制審議会規程の一部改正）

第 1 条　高知県法制審議会規程（昭和36年12月高知県訓令第34

号）の一部を次のように改正する。

第 4条第 1項中「総務部政策企画課長、法務課長」を「総務

部法務監兼法務課長、政策企画課長」に改め、同条第 2 項中

「総務部法務課長」を「総務部法務監兼法務課長」に改める。

（高知県処務規程の一部改正）

第 2条　高知県処務規程（平成 8年 3月高知県訓令第 2号）の一

部を次のように改正する。

第16条を次のように改める。

第16条　削除

第22条中「高知県衛生研究所長」を「高知県衛生環境研究所

長」に改め、「、高知県環境研究センター所長」を削る。

第23条を次のように改める。

第23条　削除

（高知県県民生活対策協議会設置規程の一部改正）

第 3条　高知県県民生活対策協議会設置規程（昭和56年 4月高知

県訓令第 4号）の一部を次のように改正する。

別表第 2中「農業振興部地域農業推進課長」を「農業振興部

農産物マーケティング戦略課長」に改める。

（高知県道路監理員規程の一部改正）

第 4 条　高知県道路監理員規程（昭和42年 5 月高知県訓令第12

号）の一部を次のように改正する。

第 2条第 1項第 2号中「チーフ（道路保全担当）」を「チー

フ（道路維持担当）、チーフ（道路保全担当）、チーフ（道路

保全第一担当）、チーフ（道路保全第二担当）」に改める。

附　則

この訓令は、平成31年 4月 1日から施行する。
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